

















































































































（14）  例えば，川口章（2012）「昇進意欲の男女比較」，日本労働研究雑誌 No．620，武石恵美子（2014）「女性の昇進意
欲を高める職場の要因」，日本労働研究雑誌 No．678。
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効果を図っていく能力が必要なのである。したがって，戦略とHRMの対応関係だけに注
目するのでは不十分であり，図表3で示したように，「現場の整合性」の視点を取り入れて，
その有効性が生じているのかどうか分析する必要がある。そうすることで，企業の競争力
の問題点や今後の課題を解明することが可能になると考える。
さらに，企業は，戦略に影響を強く受ける職能部分と，受けにくい職能部分を認識して，
HRMシステムを構築していくことも重要である。なぜなら，競争力の源泉は人に宿るので
あり，経営における次の一手を考えるのも，その手を打つのも人である。さらには，企業の
変革を実行するのも人なのである（図表3の項目C）。また，企業の経営が危機的なときほ
ど，働く人が企業に対して抱く信頼感やコミットメントが必要なのである（図表3の項目
D）。結果として，女性従業員の効率的活用と，長期的にしか便益の発生しない女性授業員
への投資をどうバランスさせるかが企業にとって大きな課題となる（28）。すなわち，企業活
動の中で，女性従業員という資源をどう位置付けるかが大きな課題となるのである。
（28）  守島基博（2010）『人材の複雑方程式』日本経済新聞出版社。pp.20-21.
図表3　女性従業員活用のプロセス分析枠組
(
) 
(
) 
HRM施策
B 長期的に経営戦
略を実現するために
必要なHRM施策
C 特定の戦略に依
存せず組織の能力を
高めるために必要な
HRM施策
D 特定の戦略に依
存せず企業が労働者
に提供することが望
ましいと考えられる
HRM施策
A 事業戦略(短・中
期)を実現するために
必要なHRM施策
HRMの価値・結果→企業の競争力
①短期的な企業業績の向上
→短期的に生産性の高い仕
組を築く
②長期的な戦略の達成→変
化への適応力の向上
③従業員のスキル、知識の
向上→組織能力の向上
④従業員のコミットメント
と勤労生活の向上
適
合
適
合
現
場
整
合
整
合
整
合
整
合
実
行
実
行
実
行
実
行
（注）HRM施策における各項目（A，B，C，D）はそれぞれ相互補完関係にある。
HRM施策の項目C，Dは現場の土台を成している。
（出所）奥寺 （2011） p.220.を加筆・修正。
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おわりに
女性の労働市場への進出が増大するに伴って，雇用環境におけるジェンダー的視点から
見た場合の問題は依然として存在するものの，先行研究の焦点は，女性の労働力化への認
識の高まりへの考察と女性労働の期待する姿を描くところに焦点が当てられつつある。少
子化，高齢化による労働力の減少，さらにはIT化の進展など，労働・社会構造の大幅で急
激な変化と均等法以後の男女共同参画社会への傾斜は，女性労働に新たな局面を期待され
たが，女性活躍推進の取組は，業種や企業によって，その力の入れ方にはまだかなりの強
弱の差があるのが実態である。
女性従業員活用のための人的資源管理戦略の側面から企業の競争力を実証するために
は，その企業の追求する戦略とコーポレート・ガバナンスの構造・原理や経営管理組織，
技術・労働・人材システムとが適合して，はじめて達成できるという「システム適合」の
視点を採り入れる必要がある。そして，環境の問題，競争の問題，戦略の問題，戦略の選択
が業績に与える問題，女性従業員の処遇に関わるHRM施策の問題，モノやサービスを生
み出す基本能力の問題等に対応し得るHRMシステムをいかに構築するか，その内容と妥
当性が十分検討される必要があるのである。
日本企業における女性従業員の処遇問題への取組は，ダイバーシティ経営企業100選表
彰企業の事例で見る限り，制度作りや運用も充実しているようにみえる。しかしながら，
依然として縮まらない欧米諸国との女性管理職比率の低さは，制度に問題を孕んでいる可
能性がある。この問題を明らかにするためには，性別ではなく，客観的に最大限説得力の
ある何らかの基準を設けて処遇しているのかどうかという視点から，女性従業員の活用政
策を検討すべきであろう。
（2017.1.20受稿，2017.1.31受理）
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〔抄　録〕
日本企業では，昇進・昇格において男女に格差がみられるとされてきた。先行研究によ
ると，その原因は女性従業員の意欲や能力および勤続年数に帰せられることが多い。しか
しながら，これらはいずれも企業の人的資源管理システムや女性活用政策に大きく影響さ
れる問題である。
企業が男女間格差の是正のために，具体的な達成目標を数値化して期限を設定し，女性
社員のキャリア形成と働き続けるうえでの待遇改善を行う上で，次の点が課題となる。待
遇改善の継続性を考慮した制度の組み合わせが現場と整合性があるのかどうか。整合性が
あった場合，それは女性管理職比率の上昇や企業の競争力に結びつくのかどうかである。
本稿で，日本企業における女性従業員の処遇問題への取組をダイバーシティ経営企業
100選表彰企業の事例で見る限り，制度作りや運用も充実しているようにみえる。しかし
ながら，依然として縮まらない欧米諸国との女性管理職比率の低さは，制度に問題を孕ん
でいる可能性があることが明らかである。この問題は，性別ではなく，客観的に最大限説
得力のある何らかの基準を設けて処遇しているのかどうか，という視点からの検討が必要
不可欠である。
